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国立大学法人山梨大学

差　　　額
（決算－予算）

 収入 　 　 　
運営費交付金 9,406          9,534          127              （注1）
うち補正予算による追加 -             -             -               

施設整備費補助金 867            867            -               
うち補正予算による追加 -             -             -               

補助金等収入 165            1,395          1,230            （注2）
大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 13             13             -               
自己収入 28,767         29,096         329              
授業料、入学料及び検定料収入 2,841          2,618          △  222 （注3）
附属病院収入 25,382         25,382         0               
財産処分収入 -             -             -               
雑収入 543            1,095          552              

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 2,430          3,609          1,178            （注4）
長期借入金収入 50             50             -               
承継剰余金 -             -             -               
目的積立金取崩 -             692            692              （注5）
引当特定資産取崩 -             919            919              （注6）

計 41,700         46,179         4,479            
 支出
業務費 37,587         39,369         1,781            
教育研究経費 11,289         12,540         1,250            
診療経費 26,298         26,829         531              （注7）

施設整備費 930            922            △  8 
補助金等 -             1,256          1,256            （注8）
産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 2,272          3,253          981              （注9）
長期借入金償還金 909            895            △  14 
大学改革支援・学位授与機構施設費納付金 -             -             -               

計 41,700         45,698         3,997            

収入－支出 -             481            481              

○予算と決算の差異について

○損益計算書との集計区分の相違について
（１）業務費の教育研究経費、診療経費には、損益計算書の役員人件費、教員人件費及び職員人件費が含まれております。
（２）業務費の教育研究経費には、損益計算書の教育経費、研究経費、教育研究支援経費及び一般管理費が含まれており
　    ます。また、寄附金を財源とする費用は含まれておりません。

令和５年度　決算報告書

　　　　　　　 （単位：百万円）

区　　分 予　算　額 決　算　額 備　　　考

(注5)目的積立金取崩について、病院再整備事業等により、予算額に比して決算額が692百万円多額となっております。
(注6)引当特定資産取崩について、省エネ設備の更新に係る執行により、予算額に比して決算額が919百万円多額と
　　 なっております。

(注9)産学連携等研究経費及び寄附金事業費等について、（注4）に示した理由により、予算額に比して決算額が
     981百万円多額となっております。

(注1)運営費交付金について、決算額には予算段階では予定していなかった特殊要因運営費交付金を含むため、予算額に
　　 比して決算額が127百万円多額となっております。

(注2)補助金等収入について、授業料等減免費交付金が138百万円含まれており、本補助金は授業料等免除に使用して
     おります。また、予算段階では予定していなかった補助金の獲得に努めたため、予算額に比して決算額が
     1,230百万円多額となっております。

(注3)授業料、入学料及び検定料収入について、授業料免除枠分により、予算額に比して決算額が222百万円多額と
     なっております。

(注4)産学連携等研究収入及び寄附金収入等について、予算段階では予定していなかった受託研究等の獲得に努めたため、
     予算額に比して決算額が1,178百万円多額となっております。

(注7)診療経費について、薬品・材料費の単価高騰および高額薬品（抗がん剤等）使用料の増により、予算額に比して
　　 決算額が531百万円多額となっております。

(注8)補助金等について、（注2）に示した理由により、予算額に比して決算額が1,256百万円多額となっております。


